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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　貯蔵物を収容する貯蔵庫と、
　前記貯蔵庫内を冷却する冷却装置と、
　冷却以外の付加的機能を有し、電動制御される一つまたは複数の付加機能ユニットと、
　前記冷却装置と前記付加機能ユニットとを関連付けて制御する運転制御部と、
を備える組立式プレハブ冷却貯蔵庫であって、
　前記貯蔵庫には、開口が設けられるとともに前記開口を開閉する断熱扉が備えられ、
　前記開口および前記断熱扉の少なくとも一方の周縁には、閉扉状態において前記断熱扉
の周縁を加温して結露を防止する結露防止ヒータが配されており、
　前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記結露防止ヒータであって、
　前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサと、
　前記貯蔵庫の庫外温度を検知する庫外温度センサと、
　前記貯蔵庫の庫外湿度を検知する湿度センサと、をさらに備え、
　前記運転制御部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度および前記結露
防止ヒータの通電率から推定される扉枠表面温度が、前記庫外温度センサにより検知され
た前記庫外温度および前記湿度センサにより検知された前記庫外湿度から算出される露点
温度を下回ると、前記結露防止ヒータへの通電を行い、前記扉枠表面温度が、前記露点温
度を上回ると、前記結露防止ヒータへの通電を停止する制御を行う組立式プレハブ冷却貯
蔵庫。
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【請求項２】
　前記運転制御部は、前記冷却装置の運転開始とともに前記結露防止ヒータへの通電を許
容し、前記冷却装置の運転停止後、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が
結露防止ヒータ通電遮断温度を上回ると、前記結露防止ヒータへの通電を遮断する制御を
行う請求項１に記載の組立式プレハブ冷却貯蔵庫。
【請求項３】
　前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫の下方においてこれを支持するベース枠が備えられ、
　前記ベース枠には、換気を行うためのベースファンが配されており、
　前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記ベースファンであって、
　前記運転制御部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一ベースフ
ァン制御温度を下回ると、前記ベースファンへの通電を行い、前記庫内温度センサにより
検知された前記庫内温度が前記第一ベースファン制御温度よりも高い第二ベースファン制
御温度を上回ると、前記ベースファンへの通電を停止する制御を行う請求項１または請求
項２に記載の組立式プレハブ冷却貯蔵庫。
【請求項４】
　前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫の下方においてこれを支持するベース枠が備えられ、
　前記ベース枠には、換気を行うためのベースファンが配されており、
　前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記ベースファンであって、
　前記運転制御部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度および前記庫外
温度センサにより検知された前記庫外温度の温度差の値が、第一ベースファン制御値より
も大きくなると、前記ベースファンへの通電を行い、前記温度差の値が前記第一ベースフ
ァン制御値よりもよりも小さい第二ベースファン制御値よりも小さくなると、前記ベース
ファンへの通電を停止する制御を行う請求項１または請求項２に記載の組立式プレハブ冷
却貯蔵庫。
【請求項５】
　貯蔵物を収容する貯蔵庫と、
　前記貯蔵庫内を冷却する冷却装置と、
　冷却以外の付加的機能を有し、電動制御される一つまたは複数の付加機能ユニットと、
　前記冷却装置と前記付加機能ユニットとを関連付けて制御する運転制御部と、
を備える組立式プレハブ冷却貯蔵庫であって、
　前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫の下方においてこれを支持するベース枠が備えられ、
　前記ベース枠には、換気を行うためのベースファンが配されており、
　前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記ベースファンであって、
　前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、
　前記運転制御部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一ベースフ
ァン制御温度を下回ると、前記ベースファンへの通電を行い、前記庫内温度センサにより
検知された前記庫内温度が前記第一ベースファン制御温度よりも高い第二ベースファン制
御温度を上回ると、前記ベースファンへの通電を停止する制御を行う組立式プレハブ冷却
貯蔵庫。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書によって開示される技術は、冷却装置と、冷却以外の付加的機能を有する付加
機能ユニットと、を備えた組立式プレハブ冷却貯蔵庫に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数の断熱パネルを現場で組立てて設置される冷却貯蔵庫が知られている。組立
式プレハブ冷却貯蔵庫には、冷却装置が取り付けられ、通常の冷却貯蔵庫と同様、マイク
ロコンピュータ等（冷却運転制御部）によって冷却装置を構成する圧縮機が作動と停止と
を交互に繰り返すように制御されることで、貯蔵庫内が設定温度付近に維持される（下記
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特許文献１参照）。
【０００３】
　ところで、冷却貯蔵庫には、設備や庫内環境の維持、庫内作業の作業効率向上、安全性
確保等の様々な目的で、冷却以外の付加的機能を有する付加機能ユニットが具備される。
付加機能ユニットの一例としては、貯蔵庫内の温度変化に伴って変化する庫内気圧を、外
気圧との圧力差が大きくならないように調整して、開扉作業が容易に行える状態を維持す
る気圧調整装置が挙げられる。例えば下記特許文献２には、貯蔵庫内外に開口する弁口と
、この弁口を開閉なリリーフ弁（気圧弁）とを有し、弁口の縁部にヒータ線（気圧弁ヒー
タ）が巻装された気圧調整装置が開示されている。ヒータ線に通電が行われて弁口および
リリーフ弁が加温されることで、結露の発生およびリリーフ弁の凍結が抑制される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平９－１６６３７７号公報
【０００５】
【特許文献２】特開２００９－１７４７３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前述のように、組立式プレハブ冷却貯蔵庫は現場で組立て設置されるため、これに具備
される冷却装置および付加機能ユニットは、通常、それぞれ別個にユニット構成され、所
望の仕様に応じて組み合わされて、現場で取り付けられていた。よって、冷却装置および
付加機能ユニットを備える組立式プレハブ冷却貯蔵庫では、冷却装置の制御と付加機能ユ
ニットの制御が独立して行われており、これに係るシステム全体を必ずしも効率的に制御
できていなかった。
　例えば、前述のような気圧弁ヒータを有する気圧調整装置を備える組立式プレハブ冷却
貯蔵庫では、冷却装置の運転時には、冷却装置の電源とは別に、手動で気圧弁ヒータの電
源を入れ、長期間冷却装置を使用しない場合には、冷却装置の電源とは別に、手動で気圧
弁ヒータの電源を切る必要があった。気圧弁ヒータの電源を入れ忘れた場合、庫内の冷却
に伴って庫内気圧が低下するとともに気圧弁が凍結して庫内気圧が適切に調整できず、開
扉が適時に行えない事態が生じる虞があった。また、気圧弁ヒータの電源を切り忘れた場
合には、無駄な電力消費を招いていた。
【０００７】
　本明細書に開示する技術は、上記事情に基づいて完成されたものであり、冷却装置と、
冷却以外の付加的機能を有する付加機能ユニットと、を備える組立式プレハブ冷却貯蔵庫
において、これに係るシステム全体を効率的に制御可能とすること、を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（１）の構成を有する
。
　（１）貯蔵物を収容する貯蔵庫と、前記貯蔵庫内を冷却する冷却装置と、冷却以外の付
加的機能を有し、電動制御される一つまたは複数の付加機能ユニットと、前記冷却装置と
前記付加機能ユニットとを関連付けて制御する運転制御部と、を備える構成。
【０００９】
　上記（１）の構成によれば、冷却装置の動作に合わせて付加機能ユニットを制御するこ
と、または、付加機能ユニットの動作に合わせて冷却装置を制御することができる。これ
により、冷却装置および付加機能ユニットの制御のために必要な操作を簡素化しつつ、相
互の運転状況等に合わせて、適時にまたは効率的に、これらを動作させることができる。
この結果、組立式プレハブ冷却貯蔵庫に係るシステム全体を効率的に制御して、信頼性向
上や省エネルギー化を図ることができる。
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【００１０】
　本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（２）から（５）のい
ずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（２）前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫内の気圧を調整する気圧弁が備えられ、前記気圧弁
には、当該気圧弁を加温する気圧弁ヒータが配されており、前記付加機能ユニットの少な
くとも一つは、前記気圧弁ヒータである構成。
　（３）前記運転制御部は、前記冷却装置の運転開始とともに前記気圧弁ヒータへの通電
を許容し、前記冷却装置の運転が所定時間継続して停止されると、前記気圧弁ヒータへの
通電を遮断する制御を行う構成。
　（４）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御部
は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一気圧弁ヒータ制御温度を下
回ると、前記気圧弁ヒータへの通電を行い、前記庫内温度センサにより検知された前記庫
内温度が前記第一気圧弁ヒータ制御温度よりも高い第二気圧弁ヒータ制御温度を上回ると
、前記気圧弁ヒータへの通電を停止する制御を行う構成。
　（５）前記気圧弁には、当該気圧弁の温度を検知する気圧弁温度センサが配されており
、前記運転制御部は、前記気圧弁温度センサにより検知された前記気圧弁の温度が第一気
圧弁設定温度を下回ると、前記気圧弁ヒータへの通電を行い、前記気圧弁の温度が前記第
一気圧弁設定温度よりも高い第二気圧弁設定温度を上回ると、前記気圧弁ヒータへの通電
を停止する制御を行う構成。
【００１１】
　上記（２）の構成によれば、結露や気圧弁の凍結を抑制する気圧弁ヒータを、冷却装置
の運転と関連付けて制御することができる。
　上記（３）の構成によれば、気圧弁ヒータの電源の入れ忘れがなくなることで、適時に
気圧弁ヒータへの通電が行われて結露や気圧弁の凍結が抑制される。また、切り忘れがな
くなることで、気圧弁ヒータの異常過熱が防止されて組立式プレハブ冷却貯蔵庫の安全性
が向上し、かつ不要な加熱が抑制されて運転時の省エネルギー化を図ることができる。
　上記（４）の構成によれば、庫内温度に応じて気圧弁ヒータへの通電を制御することに
より、効率的に気圧弁の凍結を抑制できる。気圧弁ヒータの制御にあたっては、冷却装置
の運転制御に用いられる庫内温度が目安とされるため、別途、専用のセンサや入力回路を
設ける必要もない。
　上記（５）の構成によれば、気圧弁ヒータの制御にあたり、気圧弁近傍の温度（気圧弁
の温度）が目安とされるため、結露や気圧弁の凍結を抑制するために気圧弁ヒータによる
加温が必要かどうかの判断を、より精確に行うことができる。
【００１２】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（６）から（９
）のいずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（６）　前記貯蔵庫には、開口が設けられるとともに前記開口を開閉する断熱扉が備え
られ、前記開口および前記断熱扉の少なくとも一方の周縁には、閉扉状態において前記断
熱扉の周縁を加温して結露を防止する結露防止ヒータが配されており、前記付加機能ユニ
ットの少なくとも一つは、前記結露防止ヒータである構成。
　（７）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御部
は、前記冷却装置の運転開始とともに前記結露防止ヒータへの通電を許容し、前記冷却装
置の運転停止後、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が結露防止ヒータ通
電遮断温度を上回ると、前記結露防止ヒータへの通電を遮断する制御を行う構成。
　（８）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御部
は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一結露防止ヒータ制御温度を
下回ると、前記結露防止ヒータへの通電を行い、前記庫内温度センサにより検知された前
記庫内温度が前記第一結露防止ヒータ制御温度よりも高い第二結露防止ヒータ制御温度を
上回ると、前記結露防止ヒータへの通電を停止する制御を行う構成。
　（９）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサと、前記貯蔵庫の庫外温度を検
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知する庫外温度センサと、前記貯蔵庫の庫外湿度を検知する湿度センサと、をさらに備え
、前記運転制御部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度および前記結露
防止ヒータの通電率から推定される扉枠表面温度が、前記庫外温度センサにより検知され
た前記庫外温度および前記湿度センサにより検知された前記庫外湿度から算出される露点
温度を下回ると、前記結露防止ヒータへの通電を行い、前記扉枠表面温度が、前記露点温
度を上回ると、前記結露防止ヒータへの通電を停止する制御を行う構成。
【００１３】
　上記（６）の構成によれば、開口および断熱扉の周縁部への結露を抑制する結露防止ヒ
ータを、冷却装置の運転と関連付けて制御することができる。なお、結露防止ヒータは、
貯蔵庫本体の開口周縁に配される扉枠ヒータおよび断熱扉の周縁に配される扉ヒータのう
ちの少なくとも一つとすることができる。
　上記（７）の構成によれば、結露防止ヒータの電源の入れ忘れがなくなることで、適時
に結露防止ヒータへの通電が行われて開口および断熱扉の周縁部への結露が抑制される。
また、切り忘れがなくなることで、結露防止ヒータの異常過熱が防止されて組立式プレハ
ブ冷却貯蔵庫の安全性が向上し、貯蔵物に悪影響が及ぶ事態を回避できる。さらに、不要
な加熱が抑制されて、運転時の省エネルギー化を図ることができる。
　上記（８）の構成によれば、庫内温度に応じて、結露防止ヒータへの通電を制御するこ
とにより、効率的に、開口および断熱扉の周縁部への結露を抑制できる。結露防止ヒータ
の制御にあたっては、冷却装置の運転制御に用いられる庫内温度が目安とされるため、別
途、専用のセンサや入力回路を設ける必要もない。
　上記（９）の構成によれば、予め実験等を行って得た庫内温度および扉枠ヒータ通電率
と、扉枠表面温度との関係に基づいて扉枠表面温度を推定し、この扉枠表面温度と、庫外
温度および庫外湿度から算出された露点温度とを比較して、結露防止ヒータの制御が行わ
れる。これにより、結露を抑制するために結露防止ヒータによる加温が必要かどうかの判
断を、より精確に行うことができる。
【００１４】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（１０）から（
１２）のいずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（１０）前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫の下方においてこれを支持するベース枠が備えら
れ、前記ベース枠には、換気を行うためのベースファンが配されており、前記付加機能ユ
ニットの少なくとも一つは、前記ベースファンである構成。
　（１１）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御
部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一ベースファン制御温度を
下回ると、前記ベースファンへの通電を行い、前記庫内温度センサにより検知された前記
庫内温度が前記第一ベースファン制御温度よりも高い第二ベースファン制御温度を上回る
と、前記ベースファンへの通電を停止する制御を行う構成。
　（１２）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサと、前記貯蔵庫の庫外温度を
検知する庫外温度センサと、をさらに備え、前記運転制御部は、前記庫内温度センサによ
り検知された前記庫内温度および前記庫外温度センサにより検知された前記庫外温度の温
度差の値が、第一ベースファン制御値よりも大きくなると、前記ベースファンへの通電を
行い、前記温度差の値が前記第一ベースファン制御値よりもよりも小さい第二ベースファ
ン制御値よりも小さくなると、前記ベースファンへの通電を停止する制御を行う構成。
【００１５】
　上記（１０）の構成によれば、貯蔵庫下方のベース枠内部における結露を抑制するベー
スファンを、冷却装置の運転と関連付けて制御することができる。
　上記（１１）の構成によれば、庫内温度に応じて、ベースファンへの通電を制御するこ
とにより、効率的に、ベース枠内部における結露を抑制できる。従来のように、手動によ
りベースファンの電源が入操作された後は、切操作されるまで常時運転される構成と比較
すると、格段にエネルギー消費を減少させることができる。ベースファンの制御にあたっ
ては、冷却装置の運転制御に用いられる庫内温度が目安とされるため、別途、専用のセン
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サや入力回路を設ける必要もない。
　上記（１２）の構成によれば、結露防止ヒータの制御にあたり、庫外温度と庫内温度と
の温度差が目安とされるため、結露を抑制するためにベースファンによる換気が必要かど
うかの判断を、より精確に行うことができる。
【００１６】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（１３）から（
１５）のいずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（１３）前記貯蔵庫には、開口が設けられるとともに前記開口を開閉する断熱扉が備え
られ、前記開口の下方には、フロアヒータが配されており、前記付加機能ユニットの少な
くとも一つは、前記フロアヒータである構成。
　（１４）前記運転制御部は、前記冷却装置の運転開始とともに前記フロアヒータへの通
電を許容し、前記冷却装置の運転が所定時間継続して停止されると、前記フロアヒータへ
の通電を遮断する制御を行う構成。
　（１５）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御
部は、前記庫内温度センサにより検知された前記庫内温度が第一フロアヒータ制御温度を
下回ると、前記フロアヒータへの通電を行い、前記庫内温度センサにより検知された前記
庫内温度が前記第一フロアヒータ制御温度よりも高い第二フロアヒータ制御温度を上回る
と、前記フロアヒータへの通電を停止する制御を行う構成。
【００１７】
　上記（１３）の構成によれば、開口付近の床面の凍結を抑制するフロアヒータを、冷却
装置の運転と関連付けて行うことができる。
　上記（１４）の構成によれば、フロアヒータの電源の入れ忘れがなくなることで、適時
にフロアヒータへの通電が行われて開口付近床面の凍結が抑制される。また、切り忘れが
なくなることで、フロアヒータの異常過熱が防止されて組立式プレハブ冷却貯蔵庫の安全
性が向上し、かつ不要な加熱が抑制されて運転時の省エネルギー化を図ることができる。
　上記（１５）の構成によれば、庫内温度に応じて、フロアヒータへの通電を制御するこ
とにより、効率的に、開口付近の床面の凍結を抑制できる。フロアヒータの制御にあたっ
ては、冷却装置の運転制御に用いられる庫内温度が目安とされるため、別途、専用のセン
サや入力回路を設ける必要もない。従来のサーモスタット付きフロアヒータでは、温度上
昇により保護機能が働いて頻繁にＯＮ／ＯＦＦが繰り返されてサーモスタットの寿命が短
命化することがあるが、庫内温度に応じてフロアヒータへの通電制御を行うことで、この
ような事態を抑制することができる。
【００１８】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（１６）または
（１７）に記載の構成を有していてもよい。
　（１６）前記貯蔵庫には、開口が設けられるとともに前記開口を電動で開閉する電動断
熱扉が備えられており、前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記電動断熱扉であ
って、前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御部は
、前記庫内温度センサによって検知された　前記庫内温度が開扉温度になると、前記電動
断熱扉を開扉する制御を行う構成。
　（１７）前記貯蔵庫には、当該貯蔵庫内の気圧を調整する気圧弁が備えられており、前
記運転制御部は、前記電動断熱扉を開扉する前に、前記気圧弁を開放する制御を行う構成
。
【００１９】
　上記（１６）の構成によれば、開扉温度を、想定される庫内温度域の下限値よりも一定
値以上低く、或いは上限値よりも一定値以上高く設定しておくことで、冷却装置に異常が
発生して貯蔵庫内が過冷却されたり、庫内火災等により貯蔵庫内が高温となったりした場
合に、貯蔵庫内作業者が閉じ込められる事態が回避され、作業者の安全性を向上させるこ
とができる。
　（１６）の構成において、貯蔵庫内が異常温度（開扉温度）になった際に負圧であった
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場合、電動断熱扉の開扉がスムーズに行えない可能性がある。上記（１７）の構成によれ
ば、予め気圧弁を開放して貯蔵庫内外の圧力差を解消することにより、このような不具合
を回避し、電動断熱扉を容易に開扉することができる。例えば、開扉温度になった場合に
、運転制御部や別設置した警報装置を使ってソレノイド等を用いて気圧弁の弁部を押圧も
しくは引張することで、気圧弁を開放することができる。
【００２０】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（１８）から（
２１）のいずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（１８）前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記貯蔵庫内に備えられた庫内灯
である構成。
　（１９）前記貯蔵庫の庫内温度を検知する庫内温度センサをさらに備え、前記運転制御
部は、前記庫内温度センサによって検知された前記庫内温度が庫内灯制御温度になると、
前記庫内灯の点灯方法を変更する制御を行う構成。
　（２０）前記貯蔵庫には、開口が設けられるとともに、前記開口を開閉する断熱扉と、
前記断熱扉の開閉を検知する扉開閉センサと、前記扉開閉センサによって開扉が検知され
てから次の開扉が検知されるまでの在室時間を計測する開扉タイマと、が備えられており
、前記運転制御部は、前記開扉タイマによって計測された前記在室時間が一定時間に達す
ると、前記庫内灯の点灯方法を変更する制御を行う構成。
　（２１）前記貯蔵庫には、冷気を当該貯蔵庫内に循環させる庫内ファンが備えられてお
り、前記運転制御部は、前記庫内灯の点灯方法を変更するのと同時に、前記庫内ファンの
回転数を抑制する制御を行う構成。
【００２１】
　上記（１８）の構成によれば、庫内灯と冷却装置とを関連付けて制御することができる
。
　上記（１９）の構成によれば、庫内灯制御温度を、想定される庫内温度域の下限値より
も一定値以上低く、或いは上限値よりも一定値以上高く設定しておくことで、冷却装置に
異常が発生して貯蔵庫内が過冷却されたり、庫内火災等により貯蔵庫内が高温となったり
した場合に、貯蔵庫内で作業を行っている者に異常を知らせ、いち早く対策を講じさせる
ことができる。これにより、作業者の安全性を向上させることができる。
　貯蔵庫内は、通常、常温よりもかなり低い温度に保たれるため、貯蔵庫内で作業を長時
間継続して行うと、作業効率が低下し、また作業者の健康に好ましくない影響を与える場
合がある。上記（２０）の構成によれば、庫内作業者に在室時間が所定時間に達したこと
を知らせ、一旦作業を中止して貯蔵庫外に出る等の対策をとるよう促すことができる。こ
れにより、庫内作業者の健康に悪影響が及ぶ事態を回避するとともに、庫内作業の作業効
率の低下を抑制することができる。
　上記（２１）の構成によれば、（１９）または（２０）の構成によって貯蔵庫内作業者
への注意喚起を要する事態が生じた場合に、同時に貯蔵庫内の冷却を抑制し、作業者の体
温低下を抑えて保護を図ることができる。
【００２２】
　また、本明細書によって開示される組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、下記（２２）から（
２５）のいずれかに記載の構成を有していてもよい。
　（２２）前記付加機能ユニットの少なくとも一つは、前記貯蔵庫の内部に設けられて手
動操作される操作部と、前記貯蔵庫の外部に警報を発する報知部と、を有する警報装置で
ある構成。
　（２３）前記運転制御部は、前記操作部が手動操作されると、前記報知部により警報を
発するとともに、前記冷却装置の運転を停止する制御を行う構成。
　（２４）前記運転制御部は、前記操作部が手動操作されると、前記報知部により警報を
発するとともに、前記冷却装置による前記貯蔵庫内の冷却を抑制する制御を行う構成。
　（２５）前記冷却装置は、熱交換により前記貯蔵庫を冷却する冷却器を有して、前記貯
蔵庫を冷却する冷却運転モードと、前記冷却器の除霜を行う除霜運転モードとを切り替え
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て運転可能とされており、前記運転制御部は、前記操作部が手動操作されると、前記報知
部により警報を発するとともに、前記冷却装置を前記除霜運転モードで運転する制御を行
う構成。
【００２３】
　上記（２２）の構成によれば、警報装置と冷却装置とを関連付けて制御することができ
る。
　上記（２３）の構成によれば、貯蔵庫内作業者が異常を察知して操作部を操作すると、
貯蔵庫内の冷却も停止される。これにより、作業者の体温低下等を抑制して保護を図るこ
とができる。
　上記（２４）の構成によれば、貯蔵庫内作業者が異常を察知して操作部を操作すると、
貯蔵庫内の冷却も抑制される。冷却の抑制は、例えば、冷却装置を構成する庫内ファンの
回転数や運転率を低下させたり、庫内設定温度を上昇させたりして行うことができる。こ
れにより、圧縮機等の緊急停止を回避して装置の保護を図りつつ、作業者の体温低下等を
抑制して保護を図ることができる。
　上記（２５）の構成によれば、貯蔵庫内作業者が異常を察知して操作部を操作すると、
それ以降は冷却装置の運転が除霜運転モードで行われ、貯蔵庫内の冷却が抑制される。こ
れにより、冷却器の除霜を行いつつ作業者の体温低下等を抑制して保護を図ることができ
る。
【発明の効果】
【００２４】
　本明細書によって開示される技術によれば、冷却装置と、冷却以外の付加的機能を有す
る付加機能ユニットと、を備えた組立式プレハブ冷却貯蔵庫において、当該組立式プレハ
ブ冷却貯蔵庫の運転に係るシステム全体を効率的に制御することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】第１実施形態に係るプレハブ冷蔵庫の一部切欠斜視図
【図２】図１とは異なる角度から見たプレハブ冷蔵庫の斜視図
【図３】気圧調整装置取付部分の拡大分解斜視図
【図４】扉枠ヒータ取付部分の拡大断面図
【図５】冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構を表すブロック図
【図６】冷却装置の制御を表すフローチャート
【図７】気圧弁ヒータの制御を表すフローチャート
【図８】扉枠ヒータの制御を表すフローチャート
【図９】フロアヒータの制御を表すフローチャート
【図１０】庫内灯の制御を表すフローチャート
【図１１】第１実施形態の変形例１に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図１２】気圧弁ヒータの制御を表すフローチャート
【図１３】第１実施形態の変形例２に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図１４】扉枠ヒータの制御を表すフローチャート
【図１５】第１実施形態の変形例３に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図１６】庫内灯の制御を表すフローチャート
【図１７】第１実施形態の変形例４に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図１８】第１実施形態の変形例５に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図１９】第２実施形態に係るプレハブ冷蔵庫の一部切欠斜視図
【図２０】冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構を表すブロック図
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【図２１】ベースファンの制御を表すフローチャート
【図２２】第２実施形態の変形例１に係る冷却装置および各付加機能ユニットの制御機構
を表すブロック図
【図２３】ベースファンの制御を表すフローチャート
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　＜第１実施形態＞
　第１実施形態を、図１から図１１によって説明する。
　本実施形態では、本明細書が開示する技術を、プレハブ冷蔵庫（組立式プレハブ冷却貯
蔵庫）１に適用した場合について例示する。なお、本明細書が開示する技術は、例えば、
スーパーマーケット、食品加工工場、物流センター等において、物品を冷却しつつ貯蔵、
加工、仕分け等を行う組立式のプレハブ冷蔵／冷凍庫に適用することができる。以下、図
１の紙面右手前側を前、左奥側を後、左手前側を左、右奥側を右として説明する。
【００２７】
　まず、図１および図２を用いて全体構造の概要を説明する。プレハブ冷蔵庫１は、複数
枚の断熱性のパネルを組み立てることで方形の箱形に形成された貯蔵庫本体２を備えてお
り、その内部は貯蔵物を収容可能な貯蔵庫３とされている。貯蔵庫本体２の前面には、貯
蔵物の搬入等を行う作業者が出入り可能な開口４が形成され、開口４を覆うように、片開
き式の断熱扉５が装着されている。本実施形態に係るプレハブ冷蔵庫１は、いわゆるロー
ルインタイプの貯蔵庫であって、貯蔵庫３内外への貯蔵物の出し入れを台車等で容易に行
うことができるように、開口４の下端が、貯蔵庫本体２の設置面６に至るように設計され
たものである。
【００２８】
　プレハブ冷蔵庫１に装備された冷却装置１０について、説明する。
　図１等に示すように、冷却装置１０は、貯蔵庫３の庫内に配される室内機１１と、貯蔵
庫３の庫外に配される室外機１２と、を有して構成されている。室内機１１は、貯蔵庫３
の天井３Ａに設置されており、庫内ファン１４（図５参照）が取り付けられるとともに、
内部には冷却器（図示しない）等が収容されている。一方、室外機１２には、圧縮機１５
（図５参照）と空冷式の凝縮器（図示しない）等が収容されている。室内機１１と室外機
１２との間には、冷却器や圧縮機１５等の冷凍装置を循環接続する冷媒配管１６が配設さ
れて、いわゆる冷凍サイクルが構成されている。この冷凍サイクルは、室外機１２に収容
された圧縮機１５、凝縮器、図示しないドライヤ、受液器と、室内機１１に収容された膨
張弁、冷却器とを順に連ねたものであり、冷媒配管１６内の冷媒を圧縮機１５で圧縮し、
凝縮器で放熱させ、冷却器で蒸発させることによって冷却作用を生じさせる周知の構成で
ある。
【００２９】
　貯蔵庫３内の庫内空気は、庫内ファン１４によって室内機１１内へと吸い込まれ、吸い
込まれた庫内空気が冷却器において熱交換によって冷却された後に貯蔵庫３内に吹き出さ
れることで、冷却された庫内空気が貯蔵庫３内に循環供給されるようになっている。なお
、貯蔵庫３内には、庫内温度ＴＲを検知する庫内サーミスタ（庫内温度センサ）１９が設
置されている。
【００３０】
　続いて、プレハブ冷蔵庫１に備えられ、冷却以外の機能を発揮する付加機能ユニットに
ついて、順次説明する。
　図１および図２に示すように、貯蔵庫本体２には、庫外の外気圧との圧力差を解消すべ
く庫内の気圧を調整する気圧調整装置２０が備えられ、気圧調整装置２０には、気圧弁ヒ
ータ（付加機能ユニットの一例）２１が配されている。
　図３は、気圧調整装置２０の取付部分の拡大分解斜視図である。気圧調整装置２０は、
貯蔵庫３の壁面を構成するパネルを貫通して設けられ、内部には、気体が流通可能な気流
路２２が庫内側と庫外側とをつなぐように形成されている。気流路２２には、これを開閉
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可能な気圧弁２３が設けられており、この弁口すなわち気流路２２の周縁部には、図３に
示すように、気圧弁ヒータ２１（付加機能ユニットの一例）が巻装されている。気圧弁２
３は、通常の状態では、図示しないバネ等の付勢手段によって庫外側に付勢されて、気流
路２２を閉止するように取り付けられている。貯蔵庫３内が冷却に伴って負圧となり、貯
蔵庫３内外に圧力差が生じると、気圧弁２３が付勢力に抗して庫内側に移動して気流路２
２を開放することで、庫内側と庫外側が連通し、空気が流通して圧力差が解消されるよう
になっている。ここで、気圧弁２２の周縁部に巻装された気圧弁ヒータ２１は、通電され
ると発熱し、気流路２２および気圧弁２３を加温して、気圧調整装置２０への結露の発生
および気圧弁２３の凍結を抑制するという機能を発揮する。
【００３１】
　図１および図２に示すように、貯蔵庫本体２には、開口４を開閉する断熱扉５が備えら
れ、閉扉状態において断熱扉５の周縁を加温して結露を防止する結露防止ヒータ（付加機
能ユニットの一例）が配されている。
　断熱扉５は、その右側縁を軸として左開き式に揺動開閉可能に装着されている。図４は
、断熱扉５の左側縁部分の拡大水平断面図である。図４に示すように、断熱扉５の周縁に
は、軟質樹脂等のゴム材（弾性材）で形成された厚みのある中空の帯状をなすドアパッキ
ン３３が、上および左右の縁部に亘って取り付けられている。このドアパッキン３３の内
部に形成された複数の空気室３３ａにより、弾力性の確保と、貯蔵庫３内外の断熱性の確
保とが図られている。他方、貯蔵庫本体２における開口４の周縁には扉枠３９が設けられ
、扉枠３９のうちドアパッキン３３が当接する部分の裏面側に、受部材３８が埋設されて
いる。閉扉状態では、断熱扉５の上および左右の縁部において、ドアパッキン３３が受部
材３８に押し当てられて、貯蔵庫３内からの冷気漏れが防止される。そして、この受部材
３８に、コードヒータからなる扉枠ヒータ（結露防止ヒータの一例）３１が配されている
。扉枠ヒータ３１は、通電されると発熱し、扉枠３９表面および断熱扉５の周縁部を加温
して、結露の発生を抑制するという機能を発揮する。
【００３２】
　図１および図２に示すように、貯蔵庫本体２に設けられた開口４の下方の設置面６には
、フロアヒータ（付加機能ユニットの一例）４１が埋設されている。
　前述のように、本実施形態において、開口４は、下端が貯蔵庫本体２の設置面６に至る
ように設けられており、断熱扉５下縁部には、摺りゴムからなる下パッキン(図示しない
）が、設置面６に摺接するように設けられることで、貯蔵庫３内からの冷気漏れが防止さ
れる。そして、この開口４周辺の設置面６に、フロアヒータ４１が埋設されている。貯蔵
庫３内が冷却されると、断熱扉５の下パッキンに結露が発生し、結露水が設置面６に滴下
してこれを濡らし、さらには貯蔵庫３内の冷気により凍結する虞があるところ、フロアヒ
ータ４１は、通電されると発熱し、開口４周辺の設置面６を加温して、当該部分の濡れや
凍結を抑制するという機能を発揮する。
【００３３】
　図１に示すように、貯蔵庫本体２において、貯蔵庫３内の天井３Ａには、庫内灯（付加
機能ユニットの一例）５１が設置されている。
　庫内灯５１は、貯蔵庫３内の開口４付近に設けられたスイッチ（図示しない）を手動で
操作することによって入切される。本実施形態に係る貯蔵庫本体２には、断熱性等を考慮
して灯り取りの窓等は設けられておらず、貯蔵庫３内に作業者が在室して、貯蔵物の整理
や確認等の作業が行われる際には、庫内灯５１は常時点灯状態に維持される。庫内灯５１
が点滅したり光色が変化したりすると、通常であれば、作業者は直ちにこれに気付くため
、庫内灯５１は、その点灯状態が変更等されることで、作業者の注意を喚起するという機
能を発揮する。
【００３４】
　図１に示すように、貯蔵庫本体２には、警報装置（付加機能ユニットの一例）６１が設
置されている。
　警報装置６１は、貯蔵庫３内に設けられて手動操作される非常スイッチ（操作部の一例
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）６２と、貯蔵庫本体２の外部に異常を知らせるための警告灯（報知部の一例）６３と、
を有して構成されている。貯蔵庫３内において作業者が何らかの異常を察知すると、非常
スイッチ６２が押される。すると、警告灯６３が点灯し、プレハブ冷蔵庫１の外部に異常
を知らせて救援を要請できるという機能を発揮する。なお、警告灯６３の点灯と同時に、
貯蔵庫本体２の外壁面等に設けたスピーカ等により、警報音が発せられる構成としてもよ
い。
【００３５】
　続いて、冷却装置１０および各種付加機能ユニットの制御等について説明する。
　図１および図２に示すように、貯蔵庫本体２の天面には、マイクロコンピュータを搭載
した制御基板等を内蔵するコントロールボックス９が載置され、開口４近傍の前壁面には
、制御基板への各種入力信号を手動入力するためのオペレーションボード８が付設されて
いる。なお、オペレーションボード８は、貯蔵庫３内に設置する構成としてもよい。
【００３６】
　図５は、制御基板に設けられた運転制御部９０による制御機構を示すブロック図である
。
　運転制御部９０の入力側には、オペレーションボード８、庫内サーミスタ１９、庫内灯
スイッチ５２、および警報装置６１の非常スイッチ６２が接続されている。オペレーショ
ンボード８には電源スイッチが設けられており、これを手動で操作することによって冷却
装置１０の電源が入切される。さらに、オペレーションボード８を操作することにより、
冷却装置１０および各種付加機能ユニットの制御において基準とされる値が入力設定され
る。具体的には、冷却装置１０の圧縮機１５や庫内ファン１４の運転／停止の目安となる
冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）／冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）、気圧弁ヒータＯＮ温度（第
一気圧弁ヒータ制御温度）ＴＶＨ（ＯＮ）／気圧弁ヒータＯＦＦ温度（第二気圧弁ヒータ
制御温度）ＴＶＨ（ＯＦＦ）、扉枠ヒータ遮断温度ＴＤＨ（ＳＨＵＴ）、扉枠ヒータＯＮ
温度（第一結露防止ヒータ制御温度）ＴＤＨ（ＯＮ）／扉枠ヒータＯＦＦ温度（第二結露
防止ヒータ制御温度ＴＤＨ（ＯＦＦ）、フロアヒータＯＮ温度（第一フロアヒータ制御温
度）ＴＦＨ（ＯＮ）／フロアヒータＯＦＦ温度（第二フロアヒータ制御温度）ＴＦＨ（Ｏ

ＦＦ）、高温注意温度（庫内灯制御温度）ＴＮ（ＨＩＧＨ）／低温注意温度（庫内灯制御
温度）ＴＮ（ＬＯＷ）等が入力され、運転制御部９０に設けられた記憶部９１において記
憶される。庫内サーミスタ１９および非常スイッチ６２から入力された庫内温度ＴＲおよ
び非常事態発生の有無についての情報は、運転制御部９０に設けられた比較部９２におい
て、記憶部９１の情報等と比較される。また、運転制御部９０には、タイマ９９が具備さ
れており、タイマ９９からも必要に応じて時間信号が入力されるようになっている。
【００３７】
　運転制御部９０の出力側には、圧縮機１５、庫内ファン１４、気圧弁ヒータ電源基板、
結露防止ヒータ電源基板、フロアヒータ電源基板、庫内灯５１、および警告灯６３が接続
されている。気圧弁ヒータ電源基板、結露防止ヒータ電源基板およびフロアヒータ電源基
板には、さらに気圧弁ヒータ２１、扉枠ヒータ３１およびフロアヒータ４１が、それぞれ
接続されている。
【００３８】
　運転制御部９０には、オペレーションボード８を通じて入力された各種設定値が記憶さ
れる前述の記憶部９１、および庫内温度ＴＲ等の検知値と各種設定値とが比較される前述
の比較部９２のほか、比較部９２における各種入力値の比較結果等に基づいて、各付加機
能ユニットの運転制御に関する指令信号を発する指令部９３が、少なくとも設けられてい
る。
【００３９】
　冷却装置１０の運転制御について、図５および図６を参照しつつ説明する。
　運転制御部９０の記憶部９１には、前述のように、予め設定された冷却ＯＮ温度ＴＦ（

ＯＮ）と冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）が記憶されている。なお、これらは、冷却ＯＮ温
度ＴＦ（ＯＮ）＞冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）となるように設定される。
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【００４０】
　本実施形態では、オペレーションボード８において冷却装置１０の電源が入操作される
と、運転制御部９０は、指令部９３から気圧調整装置電源基板、結露防止ヒータ電源基板
およびフロアヒータ電源基板に電源入信号を出力し、これらの電源を入れる制御を行う。
その後、運転制御部９０は、記憶部９１に記憶された設定値と、庫内サーミスタ１９から
入力される庫内温度ＴＲとを比較部９２において逐次比較し、この比較結果に基づいて指
令部９３から指令信号を出力して、冷却装置１０の運転を制御する。具体的には、圧縮機
１５および庫内ファン１４が停止されている状態において、庫内温度ＴＲが冷却ＯＮ温度
ＴＦ（ＯＮ）を上回った場合には、指令部９３から圧縮機１５および庫内ファン１４に運
転指令信号を出力して、圧縮機１５および庫内ファン１４を起動する。圧縮機１５および
庫内ファン１４が運転されている状態において、庫内温度ＴＲが冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（Ｏ

ＦＦ）を下回った場合には、指令部９３から圧縮機１５および庫内ファン１４に停止指令
信号を出力して、圧縮機１５および庫内ファン１４の運転を停止する制御を行う。このよ
うに、圧縮機１５および庫内ファン１４の運転と停止が繰り返されることで、貯蔵庫３内
の庫内温度ＴＲが所望の設定温度付近に維持される。なお、庫内ファン１４の運転および
停止は、必ずしも圧縮機１５と同期して行われる必要はなく、圧縮機１５の停止から所定
時間遅れて庫内ファン１４を停止するように制御してもよいし、冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（Ｏ

ＦＦ）とは異なる庫内ファンＯＦＦ温度を設定して制御してもよく、さらには庫内ファン
１４が、適時、間欠運転されるように制御してもよい。
【００４１】
　次に、気圧弁ヒータ２１への通電制御とその作用効果について、図５および図７を参照
しつつ説明する。
　運転制御部９０の記憶部９１には、予め設定された気圧弁ヒータＯＮ温度ＴＶＨ（ＯＮ

）と気圧弁ヒータＯＦＦ温度ＴＶＨ（ＯＦＦ）が記憶されている。なお、これらは、気圧
弁ヒータＯＮ温度ＴＶＨ（ＯＮ）＜気圧弁ヒータＯＦＦ温度ＴＶＨ（ＯＦＦ）となるよう
に設定される。
【００４２】
　オペレーションボード８において冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部９
０は、出力側に接続された気圧弁ヒータ電源基板の電源を前述のように入れる制御を行い
、気圧弁ヒータ２１への通電を許容する。また、オペレーションボード８において冷却装
置１０の電源が切操作されると、指令部９３からタイマ９９に開始信号が出力されてタイ
マ９９のカウントがスタートする。所定時間経過するまで冷却装置１０の電源が切のまま
であった場合には、指令部９３から指令信号を出力して気圧弁ヒータ電源基板の電源を切
り、気圧弁ヒータ２１への通電を遮断する。
【００４３】
　気圧弁ヒータ電源基板の電源が入った後、運転制御部９０は、記憶部９１に記憶された
設定値と、庫内サーミスタ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部９２において逐次
比較し、この比較結果に基づいて指令部９３から指令信号を出力して、気圧弁ヒータ２１
への通電を制御する。具体的には、冷却装置１０の運転によって庫内温度ＴＲが低下して
気圧弁ヒータＯＮ温度ＴＶＨ（ＯＮ）を下回ると、運転制御部９０は、指令部９３から気
圧弁ヒータ２１に通電指令信号を出力して、気圧弁ヒータ２１の加熱を開始する。また、
冷却装置１０の停止等によって庫内温度ＴＲが上昇して気圧弁ヒータＯＦＦ温度ＴＶＨ（

ＯＦＦ）を上回ると、運転制御部９０は、指令部９３から気圧弁ヒータ２１に通電停止指
令信号を出力して、気圧弁ヒータ２１の加熱を停止する。このように、庫内温度ＴＲに応
じて気圧弁ヒータ２１への通電と通電停止が繰り返されることで、気圧調整装置２０の気
流路２２および気圧弁２３が必要時に加温され、気圧弁２３の凍結が抑制されることで、
気圧弁２３が適時に作動して庫内外の気圧差が小さく維持される。
【００４４】
　上記本実施形態の構成によれば、結露や気圧弁２３の凍結を抑制する気圧弁ヒータ２１
が、冷却装置１０の運転と関連付けて制御される。気圧調整装置２０の電源の入れ忘れが
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なくなることで、適時に気圧弁ヒータ２１への通電が行われて、結露や気圧弁２３の凍結
が抑制される。また、気圧調整装置２０の電源の切り忘れがなくなることで、気圧弁ヒー
タ２１の異常過熱が防止されてプレハブ冷蔵庫１の安全性が向上し、不要な加熱が抑制さ
れてプレハブ冷蔵庫１に係るシステム全体について省エネルギー化を図ることができる。
　また、本実施形態の構成によれば、庫内温度ＴＲに応じて気圧弁ヒータ２１への通電を
制御することにより、効率的に気圧弁２３の凍結を抑制できる。気圧弁ヒータ２１の制御
にあたっては、冷却装置１０の運転制御に用いられる庫内温度ＴＲが目安とされるため、
別途、専用のセンサや入力回路を設ける必要もない。
【００４５】
　次に、扉枠ヒータ３１への通電制御とその作用効果について、図５および図８を参照し
つつ説明する。
　運転制御部９０の記憶部９１には、予め設定された扉枠ヒータ遮断温度ＴＤＨ（ＳＨＵ

Ｔ）、扉枠ヒータＯＮ温度ＴＤＨ（ＯＮ）、扉枠ヒータＯＦＦ温度ＴＤＨ（ＯＦＦ）が記
憶されている。なお、これらは、扉枠ヒータＯＮ温度ＴＤＨ（ＯＮ）＜扉枠ヒータＯＦＦ
温度ＴＤＨ（ＯＦＦ）＜扉枠ヒータ遮断温度ＴＤＨ（ＳＨＵＴ）となるように設定されて
いる。
【００４６】
　オペレーションボード８において冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部９
０は、出力側に接続された結露防止ヒータ電源基板の電源を前述のように入れる制御を行
い、扉枠ヒータ３１への通電を許容する。
【００４７】
　結露防止ヒータの電源が入った後、運転制御部９０は、記憶部９１に記憶された設定値
と、庫内サーミスタ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部９２において逐次比較し
、この比較結果に基づいて指令部９３から指令信号を出力して、扉枠ヒータ３１への通電
を制御する。具体的には、冷却装置１０の運転によって庫内温度ＴＲが低下して扉枠ヒー
タＯＮ温度ＴＤＨ（ＯＮ）を下回ると、運転制御部９０は、指令部９３から扉枠ヒータ３
１に通電指令信号を出力して、扉枠ヒータ３１の加熱を開始する。また、冷却装置１０の
停止等によって庫内温度ＴＲが上昇して扉枠ヒータＯＦＦ温度ＴＤＨ（ＯＦＦ）を上回る
と、指令部９３から扉枠ヒータ３１に通電停止指令信号を出力して、扉枠ヒータ３１の加
熱を停止される。さらに、庫内温度ＴＲが扉枠ヒータ遮断温度ＴＤＨ（ＳＨＵＴ）を上回
ると、指令部９３から扉枠ヒータ電源基板への出力信号により結露防止ヒータ電源基板の
電源を切って、扉枠ヒータ３１への通電を遮断する。このように、庫内温度ＴＲに応じて
扉枠ヒータ３１への通電と通電停止が繰り返されることで、断熱扉５の周縁部が必要時に
加温されるようになっている。
【００４８】
　上記本実施形態の構成によれば、開口４および断熱扉５の周縁部への結露を抑制する結
露防止ヒータが、冷却装置１０と関連付けて制御される。結露防止ヒータの電源の入れ忘
れがなくなることで、適時に扉枠ヒータ３１への通電が行われて開口４および断熱扉５の
周縁部への結露が抑制される。また、結露防止ヒータの電源の切り忘れがなくなることで
、扉枠ヒータ３１の異常過熱が防止されてプレハブ冷蔵庫１の安全性が向上し、貯蔵物に
悪影響が及ぶ事態を回避できる。また、不要な加熱が抑制されることで、省エネルギー化
を図ることができる。
　また、本実施形態の構成によれば、庫内温度ＴＲに応じて扉枠ヒータ３１への通電を制
御することにより、効率的に、開口４および断熱扉５の周縁部への結露を抑制できる。扉
枠ヒータ３１の制御にあたっては、冷却装置１０の運転制御に用いられる庫内温度ＴＲが
目安とされるため、別途、専用のセンサや入力回路を設ける必要もない。
【００４９】
　次に、フロアヒータ４１への通電制御とその作用効果について、図５および図９を参照
しつつ説明する。
　運転制御部９０の記憶部９１には、予め設定されたフロアヒータＯＮ温度ＴＦＨ（ＯＮ
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）とフロアヒータＯＦＦ温度ＴＦＨ（ＯＦＦ）が記憶されている。これらの値は、フロア
ヒータＯＮ温度ＴＦＨ（ＯＮ）＜フロアヒータＯＦＦ温度ＴＦＨ（ＯＦＦ）となるように
設定されている。
【００５０】
　オペレーションボード８において冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部９
０は、出力側に接続されたフロアヒータ電源基板の電源を入れる制御を前述のように行い
、フロアヒータ４１への通電を許容する。また、オペレーションボード８において冷却装
置１０の電源が切操作されると、指令部９３からタイマ９９に開始信号が出力されてタイ
マ９９のカウントがスタートする。所定時間経過するまで冷却装置１０の電源が切のまま
であった場合には、指令部９３から指令信号を出力してフロアヒータ電源基板の電源を切
り、フロアヒータ４１への通電を遮断する。
【００５１】
　フロアヒータ４１の電源が入った後、運転制御部９０は、記憶部９１に記憶された設定
値と、庫内サーミスタ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部９２において逐次比較
し、この比較結果に基づいて指令部９３から指令信号を出力して、フロアヒータ４１への
通電を制御する。具体的には、冷却装置１０の運転によって庫内温度ＴＲが低下してフロ
アヒータＯＮ温度ＴＦＨ（ＯＮ）を下回ると、運転制御部９０は、指令部９３からフロア
ヒータ４１に通電指令信号を出力して、フロアヒータ４１の加熱を開始する。また、冷却
装置１０の停止等によって庫内温度ＴＲが上昇してフロアヒータＯＦＦ温度ＴＦＨ（ＯＦ

Ｆ）を上回ると、運転制御部９０は、指令部９３からフロアヒータ４１に通電停止指令信
号を出力して、フロアヒータ４１の加熱を停止する。このように、庫内温度ＴＲに応じて
フロアヒータ４１への通電と通電停止が繰り返されることで、開口４下方の設置面６が加
温され、当該部分の濡れや凍結が抑制される。
【００５２】
　上記本実施形態の構成によれば、開口４付近の床面（設置面６）の凍結を抑制するフロ
アヒータ４１が、冷却装置１０と関連付けて制御される。フロアヒータ４１の電源の入れ
忘れがなくなることで、適時にフロアヒータ４１への通電が行われて開口４付近の設置面
６の凍結が抑制される。また、フロアヒータ４１の電源の切り忘れがなくなることで、フ
ロアヒータ４１の異常過熱が防止されてプレハブ冷蔵庫１の安全性が向上し、貯蔵物に悪
影響が及ぶ事態を回避できる。また、不要な加熱が抑制されることで、省エネルギー化を
図ることができる。
　また、本実施形態の構成によれば、庫内温度ＴＲに応じて、フロアヒータ４１への通電
を制御することにより、効率的に、設置面６の凍結を抑制できる。フロアヒータ４１の制
御にあたっては、冷却装置１０の運転制御に用いられる庫内温度ＴＲが目安とされるため
、別途、専用のセンサや入力回路を設ける必要もない。従来のサーモスタット付きフロア
ヒータでは、温度上昇により保護機能が働いて頻繁にＯＮ／ＯＦＦが繰り返されてサーモ
スタットの寿命が短命化することがあるが、庫内温度ＴＲに応じてフロアヒータ４１への
通電制御を行うことで、このような事態を抑制することができる。
【００５３】
　次に、庫内灯５１の制御とその作用効果について、図５および図１０を参照しつつ説明
する。
　運転制御部９０の記憶部９１には、予め設定された高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）と低
温注意温度ＴＮ（ＬＯＷ）が記憶されている。これらの値は、高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧ

Ｈ）＞冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）＞冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）＞低温注意温度ＴＮ（

ＬＯＷ）となるように設定されている。高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）および低温注意温
度ＴＮ（ＬＯＷ）は、冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）もしくは冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）

と比較して、十分に高くもしくは低く設定するとよい。
【００５４】
　庫内灯５１の庫内灯スイッチ５２が入操作されると、運転制御部９０は、指令部９３か
ら庫内灯５１に点灯指令信号を出力して、庫内灯５１を点灯させる（連続通電）。その後
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、運転制御部９０は、記憶部９１に記憶された設定値と、庫内サーミスタ１９から入力さ
れる庫内温度ＴＲとを比較部９２において逐次比較する。冷却装置１０の異常等によって
、庫内温度ＴＲが上昇して高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）に達するか、庫内温度ＴＲが低
下して低温注意温度ＴＮ（ＬＯＷ）になると、運転制御部９０は、指令部９３から庫内灯
５１へ点滅指令信号を出力し、常時点灯していた庫内灯５１を点滅させるように制御する
（間欠通電）。このとき、高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）に達したときと、低温注意温度
ＴＮ（ＬＯＷ）になったときとで、点滅パターンを変えてもよい。または、灯色を変える
ように制御してもよい。冷却装置１０が正常に復帰するなどして庫内温度ＴＲが高温注意
温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）よりも低く低温注意温度ＴＮ（ＬＯＷ）よりも高い温度域に戻ると
、運転制御部９０は、指令部９３から庫内灯５１に点灯指令信号を出力して、庫内灯５１
を点灯させる（連続通電）。なお、上記点滅制御は、庫内灯スイッチ５２が切操作される
ことでもリセットされる。
【００５５】
　上記本実施形態の構成によれば、庫内灯５１と冷却装置１０とが関連付けられて制御さ
れる。高温注意温度ＴＮ（ＨＩＧＨ）および低温注意温度ＴＮ（ＬＯＷ）を、想定される
庫内温度域の下限値よりも一定値以上低く、或いは上限値よりも高く設定し、これらの設
定値と庫内温度ＴＲとの比較に基づいて、庫内灯５１の点灯状態を変えることで、冷却装
置１０に異常が発生して貯蔵庫３内が過冷却されたり、庫内火災等により貯蔵庫３内が高
温となったりした場合に、貯蔵庫３内で作業を行っている者に異常を知らせ、いち早く対
策を講じさせることができる。これにより、作業者の安全性を向上させることができる。
【００５６】
　次に、警報装置６１の制御とその効果について、図５を参照しつつ説明する。
　運転制御部９０の入力側には、警報装置６１の非常スイッチ６２が接続されている。庫
内作業者が何らかの非常事態を察知し、庫内に設置された非常スイッチ６２を手動で入操
作すると、運転制御部９０は、指令部９３から直ちに警告灯６３に点灯指令信号を出力し
て、警告灯６３を点灯させる。同時に、指令部９３から圧縮機１５に向けて停止信号を出
力し、圧縮機１５の運転を停止する。このように、非常スイッチ６２が入操作されると、
直ちに警告灯６３が点灯してプレハブ冷蔵庫１外部に非常事態が報知されると同時に、庫
内の冷却が停止されるようになっている。
【００５７】
　上記本実施形態の構成によれば、警報装置６１と冷却装置１０とが関連付けられて制御
される。非常事態が生じた場合に、直ちに貯蔵庫３内の冷却が停止されるため、作業者の
体温低下を抑えて保護を図ることができる。
【００５８】
　以上のように、本実施形態の構成によれば、冷却装置１０の動作に合わせて付加機能ユ
ニットを制御すること、または、付加機能ユニットの動作に合わせて冷却装置１０を制御
することができる。これにより、冷却装置１０および付加機能ユニットの制御のために必
要な操作を簡素化しつつ、相互の運転状況等に合わせて、適時にまたは効率的に、これら
を動作させることができる。この結果、プレハブ冷蔵庫１に係るシステム全体の信頼性向
上や省エネルギー化を図ることができる。
【００５９】
　[第１実施形態の変形例１]
　第１実施形態の変形例１について、図１１および図１２を参照しつつ説明する。
　本変形例に係るプレハブ冷蔵庫１０１は、気圧調整装置の気圧弁に、気圧弁の温度ＴＶ

を検知する気圧弁サーミスタ（気圧弁温度センサ）１２４を備えており、気圧弁ヒータ１
２１への通電が気圧弁の温度ＴＶに基づいて制御される点において、第１実施形態に係る
プレハブ冷蔵庫１と相違している。以下の説明では、第１実施形態と同じ構成については
、同じ符号を付して説明を省略する（第１実施形態の変形例２以下、および第２実施形態
においても同様とする）。
【００６０】
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　本変形例では、気圧調整装置の気圧弁に、気圧弁の温度ＴＶを検知する気圧弁サーミス
タ１２４が付設されており、運転制御部１９０の入力側には、この気圧弁サーミスタ１２
４が接続されている。また、運転制御部１９０の記憶部１９１には、気圧弁上限温度（第
一気圧弁設定温度）ＴＶＨ（ＨＩＧＨ）と、気圧弁下限温度（第二気圧弁設定温度）ＴＶ

Ｈ（ＬＯＷ）が入力設定されている。これらの値は、気圧弁上限温度ＴＶＨ（ＨＩＧＨ）

＞気圧弁下限温度ＴＶＨ（ＬＯＷ）となるように設定される。
【００６１】
　第１実施形態と同様に気圧弁ヒータ電源基板の電源が入った後、運転制御部１９０は、
記憶部１９１に記憶された設定値と、気圧弁サーミスタ１２４から入力される気圧弁の温
度ＴＶとを比較部１９２において逐次比較し、この比較結果に基づいて指令部１９３から
指令信号を出力して、気圧弁ヒータ１２１への通電を制御する。具体的には、冷却装置１
０の運転によって庫内温度ＴＲとともに気圧弁の温度ＴＶが低下して気圧弁下限温度ＴＶ

Ｈ（ＬＯＷ）を下回ると、運転制御部１９０は、指令部１９３から気圧弁ヒータ１２１に
通電指令信号を出力して、気圧弁ヒータ１２１の加熱を開始する。また、冷却装置１０の
停止等によって庫内温度ＴＲとともに気圧弁の温度ＴＶが上昇して気圧弁上限温度ＴＶＨ

（ＨＩＧＨ）を上回ると、運転制御部１９０は、指令部１９３から気圧弁ヒータ１２１に
通電停止指令信号を出力して、気圧弁ヒータ１２１の加熱を停止する。
【００６２】
　本変形例の構成によれば、気圧弁ヒータ１２１の制御にあたり、気圧弁近傍の温度（気
圧弁の温度）ＴＶが目安とされるため、結露や気圧弁の凍結を抑制するために気圧弁ヒー
タ１２１による加温が必要かどうかの判断をより精確に行って、さらなる省エネルギー化
を図ることができる。
【００６３】
　[第１実施形態の変形例２]
　第１実施形態の変形例２について、図１３および図１４を参照しつつ説明する。
　本実変形例に係るプレハブ冷蔵庫２０１は、扉枠ヒータ２３１が、露点温度ＴＤと扉枠
表面推定温度ＴＤＳＧの比較結果に基づいて制御される点において、第１実施形態に係る
プレハブ冷蔵庫１と相違している。
【００６４】
　本変形例に係るプレハブ冷蔵庫２０１では、貯蔵庫本体２の外壁面に、庫外温度ＴＯを
検知する庫外サーミスタ（庫外温度センサ）２１８および庫外湿度ＨＯを検知する庫外湿
度計（湿度センサ）２１７が設置されており、運転制御部２９０の入力側に、これらの庫
外サーミスタ２１８および庫外湿度計２１７が接続されている。また、運転制御部２９０
には、記憶部２９１、比較部２９２、指令部２９３に加え、演算部２９４が設けられてい
る。演算部２９４では、庫外温度ＴＯおよび庫外湿度ＨＯの入力値から、露点温度ＴＤが
算出される。さらに、記憶部２９１には、予め実験を行うことによって得た、庫内温度Ｔ

Ｒおよび扉枠ヒータ通電率ＤＦＤＨと、扉枠表面温度ＴＤＳとの関係を表す扉枠表面温度
参照テーブルが入力され、記憶されている。
【００６５】
　第１実施形態と同様に結露防止ヒータ電源基板の電源が入った後、運転制御部２９０は
、庫内サーミスタ１９から入力される庫内温度ＴＲおよび扉枠ヒータ通電率ＤＦＤＨに基
づいて記憶部２９１に記憶された扉枠表面温度参照テーブルから推定される扉枠表面推定
温度ＴＤＳＧと、演算部２９４で算出された露点温度ＴＤと、を比較部２９２において逐
次比較し、この比較結果に基づいて、指令部２９３から指令信号を出力して、扉枠ヒータ
２３１への通電を制御する。具体的には、扉枠表面推定温度ＴＤＳＧが露点温度ＴＤを下
回ると、運転制御部２９０は、指令部２９３から扉枠ヒータ２３１に通電指令信号を出力
して、扉枠ヒータ２３１の加熱を開始する。また、扉枠表面推定温度ＴＤＳＧが露点温度
ＴＤを上回ると、運転制御部２９０は、指令部２９３から扉枠ヒータ２３１に通電停止指
令信号を出力して、扉枠ヒータ２３１の加熱を停止する。このように、扉枠ヒータ２３１
への通電の許容／遮断が、露点温度ＴＤおよび扉枠表面推定温度ＴＤＳＧを考慮して行わ
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れ、断熱扉５の周縁部が必要時に加温されるようになっている。
【００６６】
　本変形例の構成によれば、予め実験等を行って得た庫内温度ＴＲおよび扉枠ヒータ通電
率ＤＦＤＨと、扉枠表面温度ＴＤＳとの関係に基づいて扉枠表面推定温度ＴＤＳＧを推定
し、この扉枠表面推定温度ＴＤＳＧと、庫外温度ＴＯおよび庫外湿度ＨＯから算出された
露点温度ＴＤとを比較して、扉枠ヒータ３１の制御が行われる。これにより、結露を抑制
するために扉枠ヒータ３１による加温が必要かどうかの判断をより精確に行って、さらな
る省エネルギー化を図ることができる。
【００６７】
　[第１実施形態の変形例３]
　第１実施形態の変形例３について、図１５および図１６を参照しつつ説明する。
　本実変形例に係るプレハブ冷蔵庫３０１は、庫内灯３５１の点灯状態が、作業者の貯蔵
庫３内での在室時間ｔに基づいて制御される点において、第１実施形態に係るプレハブ冷
蔵庫１と相違している。
【００６８】
　本変形例に係るプレハブ冷蔵庫３０１では、開口４の周縁部に、断熱扉５の開閉を検知
する扉開閉センサ３３７が配されている。この扉開閉センサ３３７からの信号を受けて、
タイマ（開扉タイマ）３９９がスタート／ストップするようになっている。また、記憶部
３９１には、貯蔵庫３内の設定温度域（低温環境）に居続けると人体に好ましくない影響
を与えることが懸念される在室時間よりも短く設定された在室注意時間ｔＮが入力され、
記憶されている。
【００６９】
　本変形例では、貯蔵庫３内で作業するために作業者が断熱扉５を開扉して庫内灯スイッ
チ３５２を入操作すると、扉開閉センサ３３７から運転制御部３９０に信号が送られ、こ
れにより運転制御部３９０はタイマ３９９をスタートさせる（在室時間ｔ計測開始）。同
時に、運転制御部３９０は、指令部３９３から庫内灯３５１に点灯指令信号を出力して、
庫内灯３５１を常時点灯させる（連続通電）。その後、運転制御部３９０は、記憶部３９
１に記憶された在室注意時間ｔＮと、タイマ３９９によって計測される在室時間ｔと比較
部３９２において逐次比較する。在室時間ｔが在室注意時間ｔＮに達すると、運転制御部
９０は、指令部３９３から庫内灯３５１に点滅指令信号を出力して、庫内灯３５１を点滅
させるように制御する（間欠通電）。これと同時に、運転制御部９０は、指令部３９３か
ら冷却装置３１０の庫内ファン３１４に向けて抑制指令信号を出力し、庫内ファン３１４
の回転数を低下させる。これにより、貯蔵庫３内の冷却が抑制される。このように、庫内
灯３５１の点灯状態が作業者の在室時間ｔに応じて変更されると同時に、庫内ファン３１
４の回転数が変更され貯蔵庫３内の冷却が抑制されるようになっている。なお、タイマ３
９９のカウントと、上記点滅制御および冷却抑制制御は、断熱扉５が再び開扉されること
でリセットされる。
【００７０】
　本変形例の構成によれば、庫内作業者に在室時間ｔが所定時間（在室注意時間ｔＮ）に
達したことを知らせ、一旦作業を中止して貯蔵庫３の庫外に出る等の対策をとるよう促す
ことができる。これにより、庫内作業者の健康に悪影響が及ぶ事態を回避するとともに、
庫内作業の作業効率の低下を抑制することができる。また、作業者への注意喚起を要する
事態が生じた場合に、同時に貯蔵庫３内の冷却を抑制して、作業者の体温低下を抑えて保
護を図ることができる。
【００７１】
　[第１実施形態の変形例４]
　第１実施形態の変形例４について、図１７を参照しつつ以下に説明する。
　本実変形例に係るプレハブ冷蔵庫４０１は、警報装置の非常スイッチ４６２が押される
と、冷却装置４１０の制御に係る温度が変更される点において、第１実施形態に係るプレ
ハブ冷蔵庫１と相違している。
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【００７２】
　本変形例に係る運転制御部４９０の記憶部４９１には、冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）およ
び冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）に加え、緩和冷却ＯＮ温度ＴＦｕｐ（ＯＮ）および緩和
冷却ＯＦＦ温度ＴＦｕｐ（ＯＦＦ）が入力設定され、記憶されている。なお、これらの値
は、緩和冷却ＯＮ温度ＴＦｕｐ（ＯＮ）＞冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）、緩和冷却ＯＦＦ温
度ＴＦｕｐ（ＯＦＦ）＞冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）となるように設定される。
【００７３】
　通常の運転状態では、運転制御部４９０は、第１実施形態と同様、記憶部４９１に記憶
された冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）および冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）と、庫内サーミス
タ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部４９２において逐次比較し、この比較結果
に基づいて指令部４９３から指令信号を出力して、冷却装置４１０の圧縮機４１５および
庫内ファン４１４の運転を制御する。庫内作業者が何らかの非常事態を察知し、庫内に設
置された非常スイッチ４６２を手動で入操作すると、運転制御部４９０は、指令部４９３
から直ちに警告灯４６３に点灯指令信号を出力して、警告灯４６３を点灯させる。同時に
、運転制御部４９０は、圧縮機４１５および庫内ファン４１４を、緩和冷却ＯＮ温度ＴＦ

ｕｐ（ＯＮ）および緩和冷却ＯＦＦ温度ＴＦｕｐ（ＯＦＦ）を基準として制御するように
切り替える。このように、非常スイッチ４６２が入操作されると、直ちに警告灯４６３が
点灯してプレハブ冷蔵庫１外部に非常事態が報知され、同時に庫内の冷却が抑制されるよ
うになっている。
【００７４】
　本変形例の構成によれば、警報装置と冷却装置４１０とが関連付けられて制御される。
これにより、非常事態が生じた場合に、圧縮機４１５等の緊急停止を回避して冷却装置４
１０の保護を図りつつ貯蔵庫３内の冷却を抑制して、作業者の保護を図ることができる。
【００７５】
　[第１実施形態の変形例５]
　第１実施形態の変形例５について、図１８を参照しつつ以下に説明する。
　本実変形例に係るプレハブ冷蔵庫５０１は、冷却器に付設された除霜ヒータ５１７を有
しており、本変形例に係る運転制御部５９０の入力側には、除霜ヒータ５１７がさらに接
続されている。また、本変形例に係る冷却装置５１０は、冷却運転モードと除霜運転モー
ドとを切り替え運転可能に構成されている。そして、警報装置の非常スイッチ５６２が押
された後には、冷却装置５１０が非常時除霜運転モードで運転される点において、第１実
施形態に係るプレハブ冷蔵庫１と相違している。
【００７６】
　通常の運転状態では、運転制御部５９０は、冷却運転モードでは、記憶部５９１に記憶
された冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）および冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）と、庫内サーミス
タ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部５９２において逐次比較し、この比較結果
に基づいて指令部５９３から指令信号を出力して、冷却装置５１０の圧縮機５１５および
庫内ファン５１４の運転を制御し、貯蔵庫３内を冷却する。そして、タイマ５９９により
カウントされた冷却装置５１０の運転時間が所定時間に達すると、運転制御部５９０は、
冷却装置５１０を除霜運転モードに切り替えて一定時間運転するように制御する。除霜運
転モードでは、例えば、圧縮機５１５および庫内ファン５１４の運転を停止し、除霜ヒー
タ５１７に通電して加熱することで、冷却運転によって着霜した冷却器の除霜が行われる
。冷却装置５１０の通常運転中に庫内作業者が非常スイッチ５６２を入操作すると、第１
実施形態と同様、指令部５９３から直ちに警告灯５６３に点灯指令信号が出力され、警告
灯５６３が点灯される。非常スイッチ５６２が入操作された時点において冷却装置５１０
が冷却運転モードで運転されていた場合、これを契機として、運転制御部５９０は、圧縮
機５１５を停止する一方、庫内ファン５１４の運転は継続し、除霜ヒータ５１７への通電
を開始して、冷却運転モードから非常時除霜運転モードに切り替えて冷却装置５１０を運
転する。非常スイッチ５６２が入操作された時点において冷却装置５１０が除霜運転モー
ドで運転されていた場合は、運転制御部５９０は、圧縮機５１５の停止および除霜ヒータ
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５１７への通電を継続したまま庫内ファン５１４の運転を開始し、冷却装置５１０を非常
時除霜運転モードで運転する。
【００７７】
　本変形例の構成によれば、非常スイッチ５６２が入操作されると、冷却装置５１０が非
常時除霜運転モードで運転されることにより、貯蔵庫３内の冷却が抑制される。これによ
り、冷却器の除霜を行いつつ作業者の体温低下等を抑制して保護を図ることができる。な
お、除霜運転は、除霜ヒータ５１７を備えてこれを加熱して行う上記の除霜ヒータ方式に
限らず、オフサイクル方式、ホットガス方式等で行われるものであってもよい。通常運転
時の運転モードの切り替えは、上記のタイマ式に限らず、デマンド式で行われるものであ
ってもよい。
【００７８】
　＜第２実施形態＞
　第２実施形態を、図１９から図２１によって説明する。
　図１９は、本実施形態に係るプレハブ冷蔵庫７０１の概要を表す斜視図である。プレハ
ブ冷蔵庫７０１は、貯蔵庫７０３の下方においてこれを支持するベース枠７７０を備えて
おり、ベース枠７７０には枠内の換気を行うためのベースファン７７１（付加機能ユニッ
トの一例）が複数個配されている点、並びに、搖動開閉式の断熱扉５の代わりに電動開閉
される引戸式の電動断熱扉７０５（付加機能ユニットの一例）を備えている点において、
第１実施形態に係るプレハブ冷蔵庫１と大きく異なっている。また、気圧調整装置７２０
の気圧弁７２３（図２０参照）には、これをソレノイド等によって押圧もしくは引張して
強制的に開放する機構が備えられている。
【００７９】
　図２０は、本実施形態に係る運転制御部７９０による制御機構を示すブロック図である
。
　第１実施形態に係る運転制御部９０と異なり、運転制御部７９０の出力側には、電動断
熱扉７０５、ベースファン電源基板およびベースファン７７１、気圧弁７２３がさらに接
続されている。また、運転制御部７９０の記憶部７９１には、ベースファンＯＮ温度（第
一ベースファン制御温度）ＴＢＦ（ＯＮ）／ベースファンＯＦＦ温度（第二ベースファン
制御温度）ＴＢＦ（ＯＦＦ）、並びに、高温開扉温度ＴＤ（ＨＩＧＨ）／低温開扉温度Ｔ

Ｄ（ＬＯＷ）が設定入力され、記憶されている。なお、これらの値は、高温開扉温度ＴＤ

（ＨＩＧＨ）＞＞冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）、冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）＞＞低温開
扉温度ＴＤ（ＬＯＷ）となるように設定される。
【００８０】
　ベースファン７７１の制御とその作用効果について、図２０および図２１を参照しつつ
説明する。
【００８１】
　冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部７９０は、出力側に接続されたベー
スファン電源基板の電源を入れる制御を行い、ベースファン７７１への通電を許容する。
また、冷却装置１０の電源が切操作されると、指令部７９３からタイマ７９９に開始信号
が出力されてタイマ７９９のカウントがスタートする。所定時間経過するまで冷却装置１
０の電源が切のままであった場合には、運転制御部７９０は、指令部７９３から指令信号
を出力してベースファン電源基板の電源を切り、ベースファン７７１への通電を遮断する
。
【００８２】
　ベースファン電源基板の電源が入った後、運転制御部７９０は、記憶部７９１に記憶さ
れたベースファンＯＮ温度ＴＢＦ（ＯＮ）およびベースファンＯＦＦ温度ＴＢＦ（ＯＦＦ

）と、庫内サーミスタ１９から入力される庫内温度ＴＲとを比較部７９２において逐次比
較し、この比較結果に基づいて指令部７９３から指令信号を出力して、ベースファン７７
１を制御する。具体的には、冷却装置１０の運転によって庫内温度ＴＲが低下してベース
ファンＯＮ温度ＴＢＦ（ＯＮ）を下回ると、運転制御部７９０は、指令部７９３からベー
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スファン７７１に運転指令信号を出力して、ベースファン７７１を回転させ、ベース枠７
７０内の換気を行う。また、冷却装置１０の停止等によって庫内温度ＴＲが上昇してベー
スファンＯＦＦ温度ＴＢＦ（ＯＦＦ）を上回ると、運転制御部７９０は、指令部７９３か
らベースファン７７１に停止指令信号を出力して、ベースファン７７１を停止する。この
ように、庫内温度ＴＲに応じてベースファン７７１への通電と通電停止が繰り返されるこ
とで、ベース枠７７０内が必要時に換気されるようになっている。
【００８３】
　上記本実施形態の構成によれば、ベースファン７７１の制御を、冷却装置１０の運転と
関連付けて行うことができる。庫内温度ＴＲに応じてベースファン７７１への通電を制御
することにより、効率的に、ベース枠７７０内の結露を抑制できる。ベースファン７７１
の制御にあたっては、冷却装置１０の運転制御に用いられる庫内温度ＴＲが目安とされる
ため、別途、専用のセンサや入力回路を設ける必要もない。
【００８４】
　次に、電動断熱扉７０５への通電制御とその作用効果について、図２０を参照しつつ説
明する。
　冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部７９０は、記憶部７９１に記憶され
た冷却ＯＮ温度ＴＦ（ＯＮ）および冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（ＯＦＦ）と、庫内サーミスタ１
９を通じて入力される庫内温度ＴＲとを比較部７９２において逐次比較し、この比較結果
に基づいて冷却装置１０を制御する。これにより、第１実施形態と同様に、貯蔵庫３内の
庫内温度ＴＲが所定の温度域に維持されるようになっている。しかしながら、冷却装置１
０の異常等によって庫内温度ＴＲが上昇して高温開扉温度ＴＤ（ＨＩＧＨ）に達するか、
庫内温度ＴＲが低下して低温開扉温度ＴＤ（ＬＯＷ）になると、運転制御部７９０は、指
令部７９３から電動断熱扉７０５へ開扉指令信号を出力し、電動断熱扉７０５を開扉させ
る。さらに、本実施形態では、運転制御部７９０は、電動断熱扉７０５へ開扉指令信号の
出力に先立って、指令部７９３から気圧弁７２３に開放指令信号を出力し、気圧弁７２３
を強制的に開放させるようになっている。
【００８５】
　上記本実施形態の構成によれば、高温開扉温度ＴＤ（ＨＩＧＨ）を冷却ＯＮ温度ＴＦ（

ＯＮ）よりも十分に高く、或いは低温開扉温度ＴＤ（ＬＯＷ）を冷却ＯＦＦ温度ＴＦ（Ｏ

ＦＦ）よりも一定値以上低く設定しておくことで、冷却装置１０に異常が発生して貯蔵庫
３内が過冷却されたり、庫内火災等により貯蔵庫内が高温となったりした場合に、作業者
が貯蔵庫３内に閉じ込められる事態を回避し、作業者の安全性を向上させることができる
。
　上記において、貯蔵庫３内が高温開扉温度ＴＤ（ＨＩＧＨ）または低温開扉温度ＴＤ（

ＬＯＷ）になった際に貯蔵庫３内が負圧であった場合、電動断熱扉７０５の開扉がスムー
ズに行えない可能性がある。本実施形態の構成によれば、電動断熱扉７０５の開扉に先立
って気圧弁７２３を開放して貯蔵庫３内外の圧力差を解消することにより、このような不
具合を回避し、電動断熱扉７０５を容易に開扉することができる。
【００８６】
　[第２実施形態の変形例１]
　第２実施形態の変形例１について、図２２および図２３を参照しつつ説明する。
　本実変形例に係るプレハブ冷蔵庫８０１は、ベースファン８７１が、庫内温度ＴＲと庫
外温度ＴＯとの温度差に基づいて制御される点において、第２実施形態に係るプレハブ冷
蔵庫７０１と相違している。
【００８７】
　本変形例に係るプレハブ冷蔵庫８０１では、貯蔵庫本体２の外壁面に、庫外温度ＴＯを
検知する庫外サーミスタ（庫外温度センサ）８１８が設置されており、運転制御部８９０
の入力側に、この庫外サーミスタ８１８が接続されている。また、運転制御部８９０には
、記憶部８９１、比較部８９２、指令部８９３に加え、演算部８９４が設けられている。
記憶部８９１には、ベースファン８７１の制御を行うためのベースファンＯＮ値（第一ベ
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ースファン制御値）ＶＢＦ（ＯＮ）およびベースファンＯＦＦ値（第二ベースファン制御
値）ＶＢＦ（ＯＦＦ）が設定入力され、記憶されている。演算部８９４では、庫外温度Ｔ

Ｏおよび庫内温度ＴＲの入力値から、温度差の値ＶＴが算出される。
【００８８】
　冷却装置１０の電源が入操作されると、運転制御部８９０は、記憶部８９１に記憶され
たベースファンＯＮ値ＶＢＦ（ＯＮ）およびベースファンＯＦＦ値ＶＢＦ（ＯＦＦ）と、
演算部８９４で算出される温度差の値ＶＴとを、比較部８９２において逐次比較し、この
比較結果に基づいて指令部８９３から指令信号を出力して、ベースファン８７１を制御す
る。具体的には、冷却装置１０の運転によって庫内温度ＴＲが低下するのに伴い、温度差
の値ＶＴがベースファンＯＮ値ＶＢＦ（ＯＮ）よりも大きくなると、運転制御部８９０は
、指令部８９３からベースファン８７１に運転指令信号を出力してベースファン８７１が
回転させ、ベース枠内の換気を行う。また、冷却装置１０の停止等によって庫内温度ＴＲ

が上昇して温度差の値ＶＴがベースファンＯＦＦ値ＶＢＦ（ＯＦＦ）よりも小さくなると
、運転制御部８９０は、指令部８９３からベースファン８７１に停止指令信号を出力して
ベースファン８７１の回転を停止する。このように、温度差の値ＶＴに応じてベースファ
ン８７１への通電と通電停止が繰り返されることで、ベース枠内が必要時に換気される。
【００８９】
　本変形例の構成によれば、ベースファン８７１の制御にあたり、庫外温度ＴＯと庫内温
度ＴＲとの温度差の値ＶＴが目安とされるため、結露を抑制するためにベースファン８７
１による換気が必要かどうかの判断を、より精確に行うことができる。
【００９０】
　＜他の実施形態＞
　本明細書が開示する技術は上記記述および図面によって説明した実施形態に限定される
ものではなく、例えば次のような実施形態も技術的範囲に含まれる。
【００９１】
　（１）第１実施形態では、気圧弁ヒータ電源基板およびフロアヒータ電源基板の電源は
、冷却装置１０の電源が切られた状態が所定時間継続したときに切られ、結露防止ヒータ
電源基板の電源は、庫内温度ＴＲが扉枠ヒータ遮断温度ＴＤＨ（ＳＨＵＴ）を上回ったと
きに切られて、各ヒータへの通電が遮断される構成としたが、これに限定されるものでは
ない。各付加機能ユニットについて遮断温度を設定して、庫内温度ＴＲ等がこの遮断温度
に達したときに当該付加機能ユニットへの通電を遮断するように制御してもよいし、冷却
装置１０の電源が切られた状態が所定時間継続したときに、付加機能ユニットへの通電を
遮断することとしてもよい。
【００９２】
　（２）各付加機能ユニットへの通電の遮断は、当該付加機能ユニットに対応する電源基
板において電源が強制的に切られるように制御することで行ってもよいし、通電回路の一
部に適当な耐熱温度のヒューズを設けることで行ってもよい。例えば、冷却装置１０の制
御基板内に、冷却装置１０の電源が入操作された場合に電源供給され、切操作された場合
に電源供給が断たれる接点を設け、各付加機能ユニットを接続する構成としてもよい。こ
のようにすれば、各付加機能ユニット専用の電源が不要となる。或いは、冷却装置１０の
制御基板内に、冷却装置１０の電源が入操作された場合に接続され、切操作された場合に
離隔する無電圧接点を設け、専用電源を介して各付加機能ユニットを接続する構成として
もよい。
【００９３】
　（３）各付加機能ユニットへの通電の遮断は、冷却装置１０が運転停止状態にあるとき
に限って行われるようにしてもよいし、冷却装置１０の運転状態に関わらず、その他の所
定の条件が満たされれば通電が遮断される構成としてもよい。
【００９４】
　（４）各ヒータへの通電の制御において、各ヒータのＯＮ温度よりも高くＯＦＦ温度よ
りも低い第三の制御温度をさらに設定し、第三の制御温度を上回りＯＦＦ温度を下回る温
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度では、各ヒータに断続的に通電する間欠通電を行うこととしてもよい。このような構成
によれば、各ヒータへの通電をさらに精確に制御でき、一層の省エネルギー化を図ること
ができる。
【００９５】
　（５）第１実施形態の変形例１において、第二気圧弁設定温度よりも高い気圧弁警戒温
度をさらに設定して、気圧弁の温度が気圧弁警戒温度に達したら貯蔵庫３の庫内もしくは
庫外に設けた表示装置にエラー表示をすることとしてもよい。所定時間内に気圧弁温度が
気圧弁警戒温度を下回ればエラー表示が解除され、下回らなければ気圧弁ヒータへの通電
が強制的に遮断されるように設定することができる。また、このような表示装置は、例え
ばオペレーションボード８に設けることができる。
【００９６】
　（６）第１実施形態の変形例３において、作業者の在室時間ｔは、庫内灯５１の点灯時
間に基づいて推定してもよい。或いは、貯蔵庫内に人感センサを配して作業者の在室時間
ｔを計測してもよい。
【００９７】
　（７）上記実施形態では、冷却装置の制御が庫内温度ＴＲに基づいて行われる例につい
て示したが、これに限定されるものではない。例えば、冷却装置の運転が運転時間等によ
って制御される構成のものであってもよい。
【００９８】
　（８）本明細書が開示する技術は、様々な組立式プレハブ冷却貯蔵庫に適用可能である
。組立式プレハブ冷却貯蔵庫は、例えば開口等の形態によって、開口の下端が冷却貯蔵庫
の設置面に至るように設計したロールインタイプ（第１実施形態に係る図１参照）や、貯
蔵庫本体の下方にベース枠を配したウォークインタイプ（第２実施形態に係る図１９参照
）に分類できる。また、例えば扉の様式によって、片開き式、両開き式（観音開き式）、
搖動開閉式、スライド開閉式、手動開閉式、自動開閉式等に分類できる。本技術は、上記
各タイプを含む、多様な組立式プレハブ冷却貯蔵庫に広く用いることができる。
【符号の説明】
【００９９】
１，１０１，２０１，３０１，４０１，５０１，７０１，８０１…プレハブ冷蔵庫（組立
式プレハブ冷却貯蔵庫）
３…貯蔵庫
８…オペレーションボード
９…コントロールボックス
１０，３１０，４１０，５１０…冷却装置
１４，３１４，４１４，５１４…庫内ファン
１５，４１５，５１５…圧縮機
１９…庫内サーミスタ（庫内温度センサ）
２０，７２０：気圧調整装置
２１，１２１…気圧弁ヒータ（付加機能ユニットの一例）
３１，２３１…扉枠ヒータ（結露防止ヒータの一例）
４１…フロアヒータ（付加機能ユニットの一例）
５１，３５１…庫内灯（付加機能ユニットの一例）
６１…警報装置（付加機能ユニットの一例）
６２，４６２，５６２…非常スイッチ（操作部の一例）
６３，４６３，５６３…警告灯（報知部の一例）
９０，１９０，２９０，３９０，４９０，５９０，７９０，８９０…運転制御部
１２４…気圧弁サーミスタ（気圧弁温度センサ）
２１７…庫外湿度計（湿度センサ）
２１８，８１８…庫外サーミスタ（庫外温度センサ）
７０５…電動断熱扉（付加機能ユニットの一例）
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７７１，８７１…ベースファン（付加機能ユニットの一例）
ＴＲ…庫内温度
ＴＦ（ＯＮ）…冷却ＯＮ温度
ＴＦ（ＯＦＦ）…冷却ＯＦＦ温度
ＴＶＨ（ＯＮ）…気圧弁ヒータＯＮ温度（第一気圧弁ヒータ制御温度）
ＴＶＨ（ＯＦＦ）…気圧弁ヒータＯＦＦ温度（第二気圧弁ヒータ制御温度）
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【図１３】 【図１４】
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【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】
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